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カ
レ
ツヽ
ヽ

消
費
税
は
今
や
誰
も
が
知
る

身
近
な
税
金
だ
が
、
そ
の
中
に

「地
方
消
費
税
」
が
含
ま
れ
て

い
る
こ
と
は
あ
ま
り
知
ら
れ
て

い
な
い
。
消
費
税
に
は
、
国
の

税
金
で
あ
る
「消
費
税
（国
税
ど

と
「地
方
消
費
税
（地
方
税
と

が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
課
税
の
主

体
が
異
な
る
。
地
方
消
費
税
は

１
９
９
７

（平
成
９
）
年
、
地

方
分
権
の
推
進
や
地
域
福
祉
の

充
実
な
ど
を
目
的
に
創
設
さ
れ

た
。
納
税
義
務
者
の
事
務
負
担

に
配
慮
し
、
国
が
一
括
し
て
徴

収
す
る
仕
組
み
を
と
っ
て
い

る
。
現
在
の
軽
減
税
率
８
％

地
方
財
政

へ
の
リ
ス
ク

は
、
国
税
で
あ
る
消
費
税
率
６

．
２４
％
と
、
地
方
消
費
税
率
１

．
７６
％
を
合
計
し
た
も
の
で
あ

る
。政

府
は
、
軽
減
税
率
が
適
用

さ
れ
て
い
る
飲
食
料
品
の
税
率

を
、
２７
年
４
月
１
日
か
ら
２９
年

３
月
末
ま
で
の
２
年
間
、
現
行

の
８
％
か
ら
１
％
に
引
き
下
げ

る
基
本
方
針
を
決
定
し
た
。
す

な
わ
ち
、
国
税
の
税
率
を
Ｏ

・

７
８
％
と
し
、
地
方
消
費
税
の

税
率
０

・
２２
％
と
合
わ
せ
て
１

％
と
す
る
方
針
だ
。

私
た
ち
消
費
者
は
税
を
負
担

す
る
立
場
だ
が
、
消
費
税
や
地

方
消
費
税

の
主
な
納
税
義
務

者
は
事
業
者
で
あ
る
。
減
税
の

恩
恵
を
受
け
る
の
は
主
に
消

費
者
だ
が
、
事
業
者
の
負
担
は

む
し
ろ
増
え
る
と
考
え
ら
れ

る
。例
え
ば
税
率
変
更
時
に
は
、

Ｐ
Ｏ
Ｓ
レ
ジ
や
会
計
・
受
発
注

シ
ス
テ
ム
の
改
修
が
必
要
と

な
り
、
特
に
中
小
事
業
者
に
と

っ
て
は
多
大
な
費
用
と
期
間

象
力
月
～
１
年
程
度
）
が
か

か
る
。
政
府
は
補
助
金
を
交
付

す
る
と
し
て
い
る
が
、
店
頭
の

価
格
表
示
の
打
ち
替
え
や
従
業

員
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
変
史
な
ど
、

現
場

の

コ
ス
ト
も
増
大
す
る

こ
と
か
ら
、
そ
れ
だ
け
で
は
負

担
を
カ
バ
ー
し
き
れ
な
い
だ
ろ

う
。
ま
た
、
税
率
が
引
き
下
げ

ら
れ
て
も
、
原
材
料
高
や
人
件

費
上
昇

の
局
面

で
は
企
業
が

実
質
値
上
げ
を
行
う
場
合
が
あ

り
、
期
待
通
り
に
消
費
者
の
購

入
価
格
が
下
が
る
と
は
限
ら
な

い
。
さ
ら
に
、
減
税
の
開
始

。

終
了
時
期
に
は
駆
け
込
み
需
要

や
急
激
な
反
動
減
が
生
じ
、
地

域
経
済
が
不
透
明
化
す
る
リ
ス

ク
も
あ
る
。

地
方
消
費
税
の
税
率
引
き
下

げ
に
お
け
る
よ
り
大
き
な
問
題

は
、
地
方
自
治
体
の
主
要
財
源

が
縮
小
す
る
こ
と
で
あ
る
。
地

方
消
買
税
の
税
収
は
主
に
医
療

・
介
護

・
子
育
て
支
援
と
い

っ

た
社
会
保
障
施
策
の
財
源
に
充

て
ら
れ
て
い
る
た
め
、
減
税
は

地
域
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
縮
小

に
つ
な
が
る
。
地
方
消
費
税
は

都
道
府
県
か
ら
市
町
村
に
配
分

さ
れ
る
た
め
、
減
収
分
を
国
の

財
源
で
補
填

（ほ
て
ん
）
し
な

い
限
り
、
財
政
基
盤
の
弱
い
地

方
自
治
体
ほ
ど
大
き
な
打
撃
を

受
け
る
。

消
費
税
の
税
率
を
１
％
引
き

下
げ
る
だ
け
で
も
、
国

・
地
方

を
あ
わ
せ
て
約
２

・
７
兆
～
３

兆
円
規
模
の
減
収
が
生
じ
る
。

穴
埋
め
財
源
の
具
体
的
な
め
ど

が
立

ち
に
く

い
中

で

の
減
税

は
、
財
政
健
全
化
目
標
を
さ
ら

に
遠
ぎ
け
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ

ンつ
。

減
税
んヾ

及
とヨぼ
す
事
業
者
負
担
と

偏拠奉素冨査ラト学部教授
柴 由花

し
ば

・
ゆ
か
　
専
門
は
租
税
法
、

租
税
政
策
。
横
浜
国
立
大
学
大
学
院

社
会
科
学
研
究
科
国
際
開
発
専
攻
博

士
課
程
修
了
。
博
士

（国
際
経
済
法

学
）
。

っていますか


